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１ 澱川右岸水防事務組合，桂川・小畑川水防事務組合水防協議会条例 

                                                                         

 （通則） 

第１条 水防法（昭和24年法律第193号）第34条第5項の規定による澱川右岸水防事務組合，桂川・

小畑川水防事務組合水防協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営については，この条

例の定めるところによる。 

 

 （会長及び代行） 

第２条 会長は，協議会を代表し，会務を総理する。 

２ 会長に事故があるときは，会長の指名する委員がその職務を代行する。 

 

 （委員及び代理） 

第３条 委員である関係行政機関の職務又は関係団体の代表者に事故があるときは，当該委員の指

名する職務上の代理者が委員の職務を行うことができる。 

 

 （任期） 

第４条 関係行政機関の職務及び関係団体の代表者である委員の任期は，その職務にある期間とし，

その他の委員の任期は，２年とする。ただし，補欠による委員の任期は，前任委員の残任期間とす

る。 

２ 管理者が特別の事由があると認めたときは，前項の規定にかかわらずその任期中においてもこ

れを免じ，又は解嘱することができる。 

 

 （会議の招集） 

第５条 会長は，会議を招集し，その議長となる。 

 

 （会議の成立及び議決） 

第６条 会議は，委員の３分の１以上が出席しなければ，これを開くことができない。 

２ 議事は，出席委員の過半数をもって決するものとし，可否同数のときは，議長の決するところ

による。 

 

 （幹事及び書記） 

第７条 協議会に，幹事及び書記をそれぞれ１名を置く。 

２ 幹事及び書記は，会長が命じ，又は委嘱する。 

３ 幹事は，会長の命を受けて水防計画その他必要事項の調査研究に当たる。 

４ 書記は．会長の命を受け，庶務に従事する。 

 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。
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２ 澱川右岸水防事務組合規約                

 

第 １ 章  総     則 

（組合の名称） 

第１条 この組合は，澱川右岸水防事務組合（以下「組合」という。）という。 

（組合を組織する市及び町） 

第２条 組合は，京都市，八幡市及び久御山町をもって組織する。 

（組合の処理する事務） 

第３条 組合は，別表第１に掲げる河川について，水防法による水防に関する事務を処理する。 

２ 組合が水防を行なう区域は，別表第２のとおりとする。 

（組合の事務所の位置） 

第４条 組合の事務所は，京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地京都市役所内に置

く。 

 

第 ２ 章  組合の議会の組織及び議員の選挙の方法 

（議員の定数） 

第５条 組合の議会の議員の定数は，16人とする。 

（議員の選挙） 

第６条 組合の議会の議員は，京都市，八幡市及び久御山町の議会において，別表第２に掲げる地

区の区域内に住所を有し，又は土地若しくは建物を所有し，かつ，京都市，八幡市又は久御山町

の議会の議員の被選挙権を有する者で水防に関し学識経験があり，かつ，熱意があると認められ

るもののうちから選挙する。 

２ 前項の規定により選挙すべき議員の数は，別表第３左欄に掲げる地区ごとに同表中欄に定める

とおりとする。この場合において，別表第３中欄に掲げる数の議員のうち同表右欄に掲げる数の

議員は，京都市長，八幡市長又は久御山町長の推薦した候補者のうちから選挙する。 

（補欠選挙） 

第７条 組合の議会の議員に欠員を生じた場合においては，補欠選挙を行なわなければならない。 

（議員の任期） 

第８条 組合の議会の議員の任期は，４年とし，選挙の期日から起算する。 

２ 補欠議員の任期は，前任者の残任期間とする。 

（選挙の結果の告示等） 

第９条 組合の議会の議員の選挙が終了したときは，京都市長，八幡市長及び久御山町長は，直ち

に，その結果を管理者に報告しなければならない。 

２ 管理者は，前項の報告を受けたときは，直ちに，当選者に当選の旨を告知し，かつ，当選者の

住所及び氏名を告示しなければならない。 

 

           第 ３ 章  組合の執行機関の組織及び選任の方法 

（管理者及び管理者代理） 

第10条 組合に管理者及び管理者代理１人を置く。 

２ 管理者は，京都市長をもって充てる。 

３ 管理者代理は，管理者の定める京都市副市長をもって充てる。 

（会計管理者） 

第11条 組合に会計管理者を置く。 
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２ 会計管理者は，京都市会計管理者をもって充てる。 

（職員） 

第12条 前２条に定める者のほか，組合に必要な職員を置く。 

２ 前項の職員は，管理者が任免する。 

（監査委員） 

第13条 組合に監査委員２人を置く。 

２ 監査委員は，管理者が，組合の議会の同意を得て，財務管理または事業の経営管理に関し専門

の知識または経験のある者及び組合の議会の議員のうちから各１人を選任する。 

３ 監査委員の任期は，財務管理または事業の経営管理に関し専門の知識または経験のある者のう

ちから選任される者にあっては４年とし，組合の議会の議員のうちから選任される者にあっては

議員の任期による。 

 

              第 ４ 章  組合の経費の支弁の方法 

（経費の分賦） 

第14条 組合に要する経費は，京都市，八幡市及び久御山町の分賦金をもって支弁する。 

２ 前項の分賦金は，受益の割合及び別表第１に掲げる河川の堤防の延長を勘案し，組合の議会の

議決を経て，管理者が定める。 

 

別表第１ 

河 川 名 区                間 

淀  川 右 岸 東高瀬川合流点から桂川合流点まで 

鴨  川 左 岸  市道竹田経４０の１号線竹田橋上流３００メ－トル地点から桂川合流点まで 

桂  川 左 岸  鴨川合流点から淀川合流点まで 

東高瀬川 右 岸  深草下川原町と竹田流池町との境界から淀川合流点まで 

 

別表第２ 

地 区 名 区         域 

京都市 竹田地区 南区上鳥羽火打形町（鴨川左岸），伏見区竹田青池町，同区竹田中島

町，同区竹田桶ノ井町，同区竹田西桶ノ井町，同区竹田内畑町，同区

竹田中内畑町，同区竹田西内畑町，同区竹田段川原町，同区竹田浄菩

提院町，同区竹田田中殿町，同区竹田松林町，同区竹田東小屋ノ内

町，同区竹田西小屋ノ内町，同区竹田田中宮町，同区竹田泓ノ川町，

同区竹田三ツ杭町，同区竹田真幡木町，同区竹田藁屋町 

伏見・下鳥羽 

地区 

伏見区北寝小屋町，同南寝小屋町，同区島津町，同区北端町，同区毛

利町，同区治部町，同区中島秋ノ山町，同区中島御所ノ内町，同区中

島河原田町，同区中島樋ノ上町，同区中島宮ノ前町，同区中島外山

町，同区中島前山町，同区中島鳥羽離宮町，同区中島北ノ口町，同区

中島堀端町，同区中島中道町，同区中島流作町，同区下鳥羽前田町，

同区下鳥羽城ノ越町，同区下鳥羽南町前町，同区下鳥羽長田町，同区

下鳥羽渡瀬町，同区下鳥羽葭田町，同区下鳥羽東柳長町，同区下鳥羽

西柳長町，同区下鳥羽南柳長町，同区下鳥羽北三町，同区下鳥羽中三
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町，同区下鳥羽南三町，同区下鳥羽平塚町，同区下鳥羽北円面田町，

同区下鳥羽中円面田町，同区下鳥羽南円面田町，同区下鳥羽六反長

町，同区下鳥羽南六反長町，同区下鳥羽上三栖町，同区下鳥羽広長

町，同区下鳥羽澱女町，同区下鳥羽浄春ケ前町，同区下鳥羽小柳町，

同区下鳥羽但馬町，同区下鳥羽北ノ口町，同区下鳥羽東芹川町，同区

下鳥羽西芹川町 

横大路地区 伏見区横大路草津町，同区横大路東裏町，同区横大路朱雀，同区横大

路天王後，同区横大路貴船，同区横大路天王前，同区横大路中ノ庄

町，同区横大路芝生，同区横大路橋本，同区横大路中ノ島町，同区横

大路畑中町，同区横大路長畑町，同区横大路柿ノ本町，同区横大路鍬

ノ本，同区横大路畔ノ内，同区横大路上ノ浜町，同区横大路南島，同

区横大路菅本，同区横大路向ヒ，同区横大路竜ケ池，同区横大路一本

木，同区横大路前川町，同区横大路六反畑，同区横大路西海道，同区

横大路八反田，同区横大路下ノ坪，同区横大路北ノ口町，同区横大路

神宮寺，同区横大路松林，同区横大路千両松町，同区横大路富ノ森

町，同区横大路下島，同区横大路下三栖梶原町，同区横大路下三栖 

堂町，同区横大路下三栖南郷，同区横大路下三栖城ノ前町，同区横大

路下三栖宮ノ後，同区横大路下三栖東ノ口，同区横大路下三栖里ノ

内，同区横大路下三栖山殿（東高瀬川右岸），同区横大路三栖池田屋

敷町，同区横大路三栖山城屋敷町，同区横大路三栖泥町跡町 

納所・向島 

地区 

伏見区納所町，同区納所妙徳寺，同区納所南城堀，同区納

所北城堀，同区納所薬師堂，同区納所星柳，同区納所和泉

屋，同区納所中河原，同区納所大野，同区納所下野，同区

葭島渡場島町，同区向島又兵衛，同区納所岸ノ下 

淀地区 伏見区淀美豆町，同区淀木津町，同区淀川顔町，同区淀新町，同区淀

下津町，同区淀池上町，同区淀本町 

八幡市地区 八幡池ノ首，八幡カイトリ，八幡狐川，八幡在応寺，八幡長町，八幡

林ノ元，八幡伏ノ木，八幡溝落，八幡八萩 

久御山町地区 大橋辺，大橋辺北島，大橋辺五軒家前，大橋辺堤外縁，大橋辺中内，

森大内（淀川右岸） 

 

 別表第３ 

地 区 名 議 員 数 
京都市長，八幡市長又は

久御山町長推薦議員数 

京都市 竹田地区 ２人 １人 

伏見・下鳥羽地区 ２  １  

横大路地区 ３  １  

納所・向島地区 ２  １  

淀地区 ３  １  

八幡市地区 ２  １  

久御山町地区 ２  １  
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３ 桂川・小畑川水防事務組合規約                                       

 

第 １ 章  総     則 

（組合の名称） 

第１条 この組合は，桂川・小畑川水防事務組合（以下「組合」という。）という。 

（組合を組織する市及び町） 

第２条 組合は，京都市，長岡京市及び大山崎町をもって組織する。 

（組合の処理する事務） 

第３条 組合は，別表第１に掲げる河川について，水防法による水防に関する事務を処理する。 

２ 組合が水防を行なう区域は，別表第２のとおりとする。 

（組合の事務所の位置） 

第４条 組合の事務所は，京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町488番地京都市役所内に置く。 

 

          第 ２ 章  組合の議会の組織及び議員の選挙の方法 

（議員の定数） 

第５条 組合の議会の議員の定数は，11人とする。 

（議員の選挙） 

第６条 組合の議会の議員は，京都市，長岡京市及び大山崎町の議会において，別表第２に掲げる

地区の区域内に住所を有し，または土地もしくは建物を所有し，かつ，京都市，長岡京市または

大山崎町の議会の議員の被選挙権を有する者で水防に関し学識経験があり，かつ，熱意があると

認められるもののうちから選挙する。 

２ 前項の規定により選挙すべき議員の数は，別表第３左欄に掲げる地区ごとに同表中欄に定める

とおりとする。この場合において，別表第３中欄に掲げる数の議員のうち同表右欄に掲げる数の

議員は，京都市長または長岡京市長の推薦した候補者のうちから選挙する。 

（補欠選挙） 

第７条 組合の議会の議員に欠員を生じた場合においては，補欠選挙を行なわなければならない。 

（議員の任期） 

第８条 組合の議会の議員の任期は，４年とし，選挙の期日から起算する。 

２ 補欠議員の任期は，前任者の残任期間とする。 

（選挙の結果の告示等） 

第９条 組合の議会の議員の選挙が終了したときは，京都市長，長岡京市長及び大山崎町長は，直

ちに，その結果を管理者に報告しなければならない。 

２ 管理者は，前項の報告を受けたときは，直ちに，当選者に当選の旨を告知し，かつ，当選者の

住所及び氏名を告示しなければならない。 

 

           第 ３ 章  組合の執行機関の組織及び選任の方法 

（管理者及び管理者代理） 

第10条 組合に管理者及び管理者代理１人を置く。 

２ 管理者は，京都市長をもって充てる。 

３ 管理者代理は，管理者の定める京都市副市長をもって充てる。 

（会計管理者） 

第11条 組合に会計管理者を置く。 

２ 会計管理者は，京都市会計管理者をもって充てる。 
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（職員） 

第12条 組合に職員若干人を置く。 

２ 職員は，管理者が任免する。 

（監査委員） 

第13条 組合に監査委員２人を置く。 

２ 監査委員は，管理者が，組合の議会の同意を得て，財務管理または事業の経営管理に関し専門

の知識または経験のある者及び組合の議会の議員のうちから各１人を選任する。 

３ 監査委員の任期は，財務管理または事業の経営管理に関し専門の知識または経験のある者のう

ちから選任される者にあっては４年とし，組合の議会の議員のうちから選任される者にあっては

議員の任期による。 

 

           第 ４ 章  組合の経費の支弁の方法 

（経費の分賦） 

第14条 組合に要する経費は，京都市，長岡京市及び大山崎町の分賦金をもって支弁する。 

２ 前項の分賦金は，受益の割合及び別表第１に掲げる河川の堤防の延長の割合を勘案し，組合の

議会の議決を経て，管理者が定める。 

 

別表第１ 

河 川 名 区    間 

桂 川 右岸 京都市南区と伏見区の境界から京都市と大山崎町の境界まで 

小畑川 左岸 向日市と長岡京市の境界から京都市と大山崎町の境界まで 

 

別表第２ 

地 区 名 区    域 

京都市 

 

 

久我地区 伏見区久我石原町，同区久我本町，同区久我御旅町，同区久我森の

宮町，同区久我東町，同区久我西出町 

羽束師地区 伏見区羽束師菱川町，同区羽束師古川町，同区羽束師志水町，同区

羽束師鴨川町 

淀地区 伏見区淀樋爪町，同区淀水垂町，同区淀大下津町 

長岡京市 長岡京・ 

大山崎地区 

馬場（小畑川左岸），神足（小畑川左岸），勝竜寺（小畑川左岸） 

大山崎町 字下植野（小字北牧方，小字南牧方） 

 

別表第３ 

地 区 名 議 員 数 
京都市長又は長岡京市長 

推薦議員数 

京都市 久我地区 ２人 １人 

羽束師地区 ３ １ 

淀地区 ２ １ 

長岡京市 長岡京・大山崎地区 ３ １ 

大山崎町 １ ― 
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４ 水 防 法 

（昭和24年６月４日法律 第193号，最終改正 令和3年5月10日法律31号） 

        

第 １ 章  総     則 

（目 的） 

第１条 この法律は、洪水、雨水出水、津波又は高潮に際し、水災を警戒し、防御し、及びこれによ

る被害を軽減し、もつて公共の安全を保持することを目的とする。 

（定 義） 

第２条 この法律において「雨水出水」とは、一時的に大量の降雨が生じた場合において下水道その

他の排水施設に当該雨水を排除できないこと又は下水道その他の排水施設から河川その他の公共の

水域若しくは海域に当該雨水を排除できないことによる出水をいう。 

２ この法律において「水防管理団体」とは、次条の規定により水防の責任を有する市町村（特別区

を含む。以下同じ。）又は水防に関する事務を共同に処理する市町村の組合（以下「水防事務組

合」という。）若しくは水害予防組合をいう。 

３ この法律において「水防管理者」とは、水防管理団体である市町村の長又は水防事務組合の管理

者若しくは長若しくは水害予防組合の管理者をいう。 

４ この法律において「消防機関」とは、消防組織法（昭和22年法律第226号）第９条に規定する消

防の機関をいう。 

５ この法律において「消防機関の長」とは、消防本部を置く市町村にあつては消防長を、消防本部

を置かない市町村にあつては、消防団の長をいう。 

６ この法律において「水防計画」とは、水防上必要な監視、警戒、通信、連絡、輸送及びダム又は

水門若しくは
こう

閘門の操作、水防のための水防団、消防機関及び水防協力団体（第36条第1項の規定

により指定された水防協力団体をいう。以下第4章までにおいて同じ。）の活動、一の水防管理団

体と他の水防管理団体との間における協力及び応援、水防のための活動に必要な河川管理者（河川

法（昭和39年法律第167号）第７条（同法第100条第１項において準用する場合を含む。）に規定す

る河川管理者をいう。第７条第３項において同じ。）及び同法第９条第２項又は第５項の規定によ

り都道府県知事又は地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の指定都市の長が河川

法第９条第２項に規定する指定区間内の一級河川（同法第４条第１項に規定する一級河川をいう。

以下同じ。）の管理の一部を行う場合における当該都道府県知事又は当該指定都市の長並びに下水

道管理者（下水道法（昭和33年法律第79号）第４条第１項に規定する公共下水道管理者、同法第25

条の23第1項に規定する流域下水道管理者及び同法第27条第1項に規定する都市下水路管理者をいう。

第７条第4項において同じ。）の協力並びに水防に必要な器具、資材及び設備の整備及び運用に関

する計画をいう。 

７ この法律において「量水標等」とは、量水標、験潮儀その他の水位観測施設をいう。 

８ この法律において「水防警報」とは、洪水、津波又は高潮によつて災害が発生するおそれがある

とき、水防を行う必要がある旨を警告して行う発表をいう。 
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第 ２ 章  水 防 組 織 

（市町村の水防責任） 

第３条 市町村は、その区域における水防を十分に果すべき責任を有する。ただし、水防事務組合が

水防を行う区域及び水害予防組合の区域については、この限りでない。 

（水防事務組合の設立） 

第３条の２ 地形の状況により、市町村が単独で前条の責任を果すことが著しく困難又は不適当であ

ると認められる場合においては、関係市町村は、洪水、雨水出水、津波又は高潮による被害の共通

性を勘案して、共同して水防を行う区域を定め、水防事務組合を設けなければならない。 

（水害予防組合の区域を水防を行う区域とする水防事務組合が設けられる場合の特別措置） 

第３条の３ 水害予防組合法（明治41年法律第50号）第15条第１項の規定により都道府県知事が水害

予防組合を廃止しようとする場合において、当該水害予防組合の区域の全部又は一部について、当

該水害予防組合に代るべき水防管理団体として引き続き水防事務組合が設けられるときは、都道府

県知事は、同条第3項の規定にかかわらず、当該水害予防組合が、その有する財産及び負債のうち

水防の用に供せられ、又は供せられる予定となつている財産及びこれらの財産に係る負債以外の財

産及び負債の処分を完了したときは、当該水害予防組合を廃止することができる。 

２ 前項の規定により廃止される水害予防組合は、その廃止の日において有する水防の用に供せられ、

又は供せられる予定となつている財産を、当該水害予防組合の区域の全部を水防を行う区域とする

一の水防事務組合が設けられる場合においては、当該水防事務組合に、当該水害予防組合の区域に

ついて二以上の水防事務組合が設けられる場合又は当該水害予防組合の区域の一部が市町村の水防

を行うべき区域となる場合においては、当該水害予防組合と関係水防事務組合又は市町村との協議

に基き、関係水防事務組合又は市町村に無償譲渡し、当該水防事務組合又は市町村は、それぞれ、

その譲渡される財産に係る負債を引き受けなければならない。この場合においては、当該水害予防

組合は、当該財産の譲渡及び負債の引継のために必要な範囲内において、当該財産の譲渡及び負債

の引継を完了するまで、なお存続するものとみなす。 

（水防事務組合の議会の議員の選挙） 

第３条の４ 水防事務組合の議会の議員は、組合規約で定めるところにより、関係市町村の議会にお

いて、当該市町村の議会の議員の被選挙権を有する者で水防に関し学識経験があり、かつ、熱意が

あると認められるもののうちから選挙するものとする。ただし、数市町村にわたる水防上の特別の

利害を調整する必要があると認められるときは、組合規約で定めるところにより、当該市町村の議

会の議員の被選挙権を有する者で水防に関し学識経験があり、かつ、熱意があると認められるもの

につき当該市町村の長が推薦した者のうちから選挙することができる。この場合において、市町村

の長が推薦した者のうちから選挙される議員の数は、当該市町村の議会において選挙される議員の

数の２分の１をこえてはならない。 

２ 前項の規定により関係市町村の議会において選挙される議員の数は、水防事務組合の行う事業に

よる受益の割合及び防護すべき施設の延長の割合を勘案して定めるものとする。 

（水防事務組合の経費の分賦） 

第３条の５ 水防事務組合の経費の関係市町村に対する分賦は、前条第２項に規定する割合を勘案し

て定めるものとする。 
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（都道府県の水防責任） 

第３条の６ 都道府県は、その区域における水防管理団体が行う水防が十分に行われるように確保す

べき責任を有する。 

（指定水防管理団体） 

第４条 都道府県知事は、水防上公共の安全に重大な関係のある水防管理団体を指定することができ

る。 

（水防の機関） 

第５条 水防管理団体は、水防事務を処理するため、水防団を置くことができる。 

２ 前条の規定により指定された水防管理団体（以下「指定管理団体」という。）は、その区域内に

ある消防機関が水防事務を十分に処理することができないと認める場合においては、水防団を置か

なければならない。 

３ 水防団及び消防機関は、水防に関しては水防管理者の所轄の下に行動する。 

（水防団） 

第６条 水防団は、水防団長及び水防団員をもつて組織する。 

２ 水防団の設置、区域及び組織並びに水防団長及び水防団員の定員、任免、給与及び服務に関する

事項は、市町村又は水防事務組合にあつては条例で、水害予防組合にあつては組合会の議決で定め

る。 

（公務災害補償） 

第６条の２ 水防団長又は水防団員が公務により死亡し、負傷し、若しくは病気にかかり、又は公務

による負傷若しくは病気により死亡し、若しくは障害の状態となつたときは、当該水防団長又は水

防団員の属する水防管理団体は、政令で定める基準に従い、市町村又は水防事務組合にあつては条

例で、水害予防組合にあつては組合会の議決で定めるところにより、その者又はその者の遺族がこ

れらの原因によつて受ける損害を補償しなければならない。 

２ 前項の場合においては、水防管理団体は、当該水防団長若しくは水防団員又はその者の遺族の福

祉に関して必要な事業を行うように努めなければならない。 

（退職報償金） 

第６条の３ 水防団長又は水防団員で非常勤のものが退職した場合においては、当該水防団長又は水

防団員の属する水防管理団体は、市町村又は水防事務組合にあつては条例で、水害予防組合にあつ

ては組合会の議決で定めるところにより、その者（死亡による退職の場合には、その者の遺族）に

退職報償金を支給することができる。 

（都道府県の水防計画） 

第７条 都道府県知事は、水防事務の調整及びその円滑な実施のため、当該都道府県の水防計画を定

め、及び毎年当該都道府県の水防計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更しな

ければならない。 

２ 都道府県の水防計画は、津波の発生時における水防活動その他の危険を伴う水防活動に従事する

者の安全の確保が図られるように配慮されたものでなければならない。 

３ 都道府県知事は、当該都道府県の水防計画に河川管理者（河川法第９条第２項又は第５項の規定

により都道府県知事又は地方自治法第252条の19第1項の指定都市の長が河川法第９条第２項に規定

－参考-9－



 

する指定区間内の一級河川の管理の一部を行う場合にあつては、当該都道府県知事又は当該指定都

市の長。以下同じ。）による河川に関する情報の提供、水防訓練への河川管理者の参加その他の水

防管理団体が行う水防のための活動に河川管理者の協力が必要な事項を記載しようとするときは、

当該事項について、あらかじめ、河川管理者に協議し、その同意を得なければならない。 

４ 前項の規定は、都道府県知事が、当該都道府県の水防計画に水防管理団体が行う水防のための活

動に下水道管理者の協力が必要な事項を記載しようとする場合について準用する。 

５ 都道府県知事は、第１項の規定により当該都道府県の水防計画を定め、又は変更しようとすると

きは、あらかじめ都道府県水防協議会（次条第1項に規定する都道府県水防協議会をいい、これを

設置しない都道府県にあつては、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第14条第1項に規定する

都道府県防災会議とする。）に諮らなければならない。 

６ 二以上の都府県に関係する水防事務については、関係都府県知事は、あらかじめ協定して当該都

府県の水防計画を定め、国土交通大臣及び消防庁長官に報告しなければならない。報告した水防計

画の変更についても、同様とする。 

７ 都道府県知事は、第1項又は前項の規定により当該都道府県の水防計画を定め、又は変更したと

きは、その要旨を公表するように努めるものとする。 

（都道府県水防協議会） 

第８条 都道府県の水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議させるため、都道府県に都道府

県水防協議会を置くことができる。 

２ 都道府県水防協議会は、水防に関し関係機関に対して意見を述べることができる。 

３ 都道府県水防協議会は、会長及び委員をもつて組織する。 

４ 会長は、都道府県知事をもつて充てる。委員は、関係行政機関の職員並びに水防に関係のある団

体の代表者及び学識経験のある者のうちから都道府県知事が命じ、又は委嘱する。 

５ 前各項に定めるものの外、都道府県水防協議会に関し必要な事項は、当該都道府県条例で定める。 

 

第 ３ 章  水 防 活 動 

（河川等の巡視） 

第９条 水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、随時区域内の河川、海岸堤防、津波防護施設

（津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第２条第10項に規定する津波防護施

設をいう。以下この条において同じ。）等を巡視し、水防上危険であると認められる箇所があると

きは、直ちに当該河川、海岸堤防、津波防護施設等の管理者に連絡して必要な措置を求めなければ

ならない。 

（国の機関が行う洪水予報等） 

第10条 気象庁長官は、気象等の状況により洪水、津波又は高潮のおそれがあると認められるときは、

その状況を国土交通大臣及び関係都道府県知事に通知するとともに、必要に応じ放送機関、新聞社、

通信社その他の報道機関（以下「報道機関」という。）の協力を求めて、これを一般に周知させな

ければならない。 

２ 国土交通大臣は、二以上の都府県の区域にわたる河川その他の流域面積が大きい河川で洪水によ

り国民経済上重大な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、気象庁長官と共

－参考-10－



同して、洪水のおそれがあると認められるときは水位又は流量を、はん濫した後においては水位若

しくは流量又ははん濫により浸水する区域及びその水深を示して当該河川の状況を関係都道府県知

事に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければなら

ない。 

３ 都道府県知事は、前２項の規定による通知を受けた場合においては、直ちに都道府県の水防計画

で定める水防管理者及び量水標管理者（量水標等の管理者をいう。以下同じ。）に、その受けた通

知に係る事項（量水標管理者にあつては、洪水又は高潮に係る事項に限る。）を通知しなければな

らない。 

（都道府県知事が行う洪水予報） 

第11条 都道府県知事は、前条第２項の規定により国土交通大臣が指定した河川以外の流域面積が大

きい河川で洪水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、洪水の

おそれがあると認められるときは、気象庁長官と共同して、その状況を水位又は流量を示して直ち

に都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道

機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による指定をしようとするときは、気象庁長官に協議するものとす

る。 

（水位の通報及び公表） 

第12条 都道府県の水防計画で定める水防管理者又は量水標管理者は、洪水若しくは高潮のおそれが

あることを自ら知り、又は第10条第３項若しくは前条第１項の規定による通知を受けた場合におい

て、量水標等の示す水位が都道府県知事の定める通報水位を超えるときは、その水位の状況を、都

道府県の水防計画で定めるところにより、関係者に通報しなければならない。 

２ 都道府県の水防計画で定める量水標管理者は、量水標等の示す水位が警戒水位（前項の通報水位

を超える水位であつて洪水又は高潮による災害の発生を警戒すべきものとして都道府県知事が定め

る水位をいう。以下同じ。）を超えるときは、その水位の状況を、都道府県の水防計画で定めると

ころにより、公表しなければならない。 

（国土交通大臣又は都道府県知事が行う洪水に係る水位情報の通知及び周知） 

第13条 国土交通大臣は、第10条第２項の規定により指定した河川以外の河川のうち、河川法第９条

第２項に規定する指定区間外の一級河川で洪水により国民経済上重大な損害を生ずるおそれがある

ものとして指定した河川について、洪水特別警戒水位（警戒水位を超える水位であつて洪水による

災害の発生を特に警戒すべき水位をいう。次項において同じ。）を定め、当該河川の水位がこれに

達したときは、その旨を当該河川の水位又は流量を示して関係都道府県知事に通知するとともに、

必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。 

２ 都道府県知事は、第10条第２項又は第11条第１項の規定により国土交通大臣又は自らが指定した

河川以外の河川のうち、河川法第９条第２項に規定する指定区間内の一級河川又は同法第５条第１

項に規定する二級河川で洪水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川につ

いて、洪水特別警戒水位を定め、当該河川の水位がこれに達したときは、その旨を当該河川の水位

又は流量を示して直ちに都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとと

もに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。 

－参考-11－



 

３ 都道府県知事は、第１項の規定による通知を受けた場合においては、直ちに都道府県の水防計画

で定める水防管理者及び量水標管理者に、その受けた通知に係る事項を通知しなければならない。 

（都道府県知事又は市町村長が行う雨水出水に係る水位情報の通知及び周知） 

第13条の２ 都道府県知事は、当該都道府県が管理する公共下水道等（下水道法第２条第３号に規定

する公共下水道、同条第４号に規定する流域下水道又は同条第５号に規定する都市下水路をいう。

以下この条及び第14条の２において同じ。）の排水施設等（排水施設又はこれを補完するポンプ施

設若しくは貯留施設をいう。以下この条において同じ。）で雨水出水により相当な損害を生ずるお

それのあるものとして指定したものについて、雨水出水特別警戒水位（雨水出水による災害の発生

を特に警戒すべき水位（公共下水道等の排水施設等の底面から水面までの高さをいう。以下この条

において同じ。）をいう。次項において同じ。）を定め、当該排水施設等の水位がこれに達したと

きは、その旨を当該排水施設等の水位を示して直ちに当該都道府県の水防計画で定める水防管理者

及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知さ

せなければならない。 

２ 市町村長は、当該市町村が管理する公共下水道等の排水施設等で雨水出水により相当な損害を生

ずるおそれのあるものとして指定したものについて、雨水出水特別警戒水位を定め、当該排水施設

等の水位がこれに達したときは、その旨を当該排水施設等の水位を示して直ちに当該市町村の存す

る都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道

機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。 

（都道府県知事が行う高潮に係る水位情報の通知及び周知） 

第13条の３ 都道府県知事は、当該都道府県の区域内に存する海岸で高潮により相当な損害を生ずる

おそれのあるものとして指定したものについて、高潮特別警戒水位（警戒水位を超える水位であつ

て高潮による災害の発生を特に警戒すべき水位をいう。）を定め、当該海岸の水位がこれに達した

ときは、その旨を当該海岸の水位を示して直ちに当該都道府県の水防計画で定める水防管理者及び

量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させな

ければならない。 

（関係市町村長への通知） 

第13条の４ 第10第２項若しくは第13条第１項の規定により通知をした国土交通大臣又は第11条１項、

第13条第２項、第13条の２第１項若しくは前条の規定により通知をした都道府県知事は、災害対策

基本法第60条第１項の規定による避難のための立退きの指示又は同条第３項の規定による緊急安全

確保措置の指示の判断に資するため、関係市町村の長にその通知に係る事項を通知しなければなら

ない。 

（洪水浸水想定区域） 

第14条 国土交通大臣は、次に掲げる河川について、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸

水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で定めるところにより、

想定最大規模降雨（想定し得る最大規模の降雨であつて国土交通大臣が定める基準に該当するもの

をいう。以下同じ。）により当該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域を洪水浸水想定区域

として指定するものとする。 

 

－参考-12－



 一 第10条第２項又は第13条第１項の規定により指定した河川 

 二 特定都市河川浸水被害対策法（平成15年法律第77号）第３条第１項の規定により指定した河川 

 三 前２号に掲げるもののほか、河川法第９条第２項に規定する指定区間外の一級河川のうち洪水

による災害の発生を警戒すべきものとして国土交通省令で定める基準に該当するもの 

２ 都道府県知事は、次に掲げる河川について、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又 

は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で定める 

ところにより、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域 

を洪水浸水想定区域として指定するものとする。 

 一 第11条第１項又は第13条第２項の規定により指定した河川 

 二 特定都市河川浸水被害対策法第３条第４項から第６項までの規定により指定した河川 

 三 前２号に掲げるもののほか、河川法第９条第２項に規定する指定区間内の一級河川又は同法第

５条第１項に規定する二級河川のうち洪水による災害の発生を警戒すべきものとして国土交通省

令で定める基準に該当するもの 

３ 前２項の規定による指定は、指定の区域、浸水した場合に想定される水深その他の国土交通省令

で定める事項を明らかにしてするものとする。 

４ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第１項又は第２項の規定による指定をしたときは、国土交通

省令で定めるところにより、前項の国土交通省令で定める事項を公表するとともに、関係市町村の

長に通知しなければならない。 

５ 前２項の規定は、第１項又は第２項の規定による指定の変更について準用する。 

（雨水出水浸水想定区域） 

第14条の２ 都道府県知事は、当該都道府県が管理する次に掲げる排水施設について、雨水出水時の

円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、

国土交通省令で定めるところにより、想定最大規模降雨により当該排水施設に雨水を排除できなく

なつた場合又は当該排水施設（第１号に掲げる排水施設にあつては、第13条の２第１項の規定によ

る指定に係るポンプ施設又は貯留施設に接続する排水施設を含む。）から河川その他の公共の水域

若しくは海域に雨水を排除できなくなった場合に浸水が想定される区域を雨水出水浸水想定区域と

して指定するものとする。 

 一 第13条の２第１項の規定による指定に係る排水施設 

 二 下水道法第25条の２に規定する浸水被害対策区域内に存する公共下水道等の排水施  設 

 三 特定都市河川浸水被害対策法第３条第３項の規定により指定され、又は同条第４項、 

同条第５項において準用する同条第３項若しくは同条第６項の指定により指定した特定都市河川

流域内に存する公共下水道等の排水施設 

 四 前３号に掲げるもののほか、雨水出水による災害の発生を警戒すべきものとして国土 

交通省令で定める基準に該当する公共下水道等の排水施設 

２ 市町村長は、当該市町村が管理する次に掲げる排水施設について、雨水出水時の円滑かつ迅速な

避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令

で定めるところにより、想定最大規模降雨により当該排水施設に雨水を排除できなくなつた場合又

は当該排水施設（第１号に掲げる排水施設にあつては、第13条の２第２項の規定による指定に係る

－参考-13－



 

ポンプ施設又は貯留施設に接続する排水施設を含む。）から河川その他の公共の水域若しくは海域

に雨水を排除できなくなった場合に浸水が想定される区域を雨水出水浸水想定区域として指定する

ものとする。 

 一 第13条の２第２項の規定による指定に係る排水施設 

 二 下水道法第25条の２に規定する浸水被害対策区域内に存する公共下水道等の排水施  設 

 三 特定都市河川浸水被害対策法第３条第３項（同条第５項において準用する場合を含む。）及び

第４項から第６項までの規定により指定された特定都市河川流域内に存する公共下水道等の排水

施設 

 四 前３号に掲げるもののほか、雨水出水による災害の発生を警戒すべきものとして国土 

交通省令で定める基準に該当する公共下水道等の排水施設 

３ 前２項の規定による指定は、指定の区域、浸水した場合に想定される水深その他の国土交通省令

で定める事項を明らかにしてするものとする。 

４ 都道府県知事又は市町村長は、第１項又は第２項の規定による指定をしたときは、国土交通省令

で定めるところにより、前項の国土交通省令で定める事項を公表するとともに、都道府県知事にあ

つては、関係市町村の長に通知しなければならない。 

５ 前２項の規定は、第１項又は第２項の規定による指定の変更について準用する。 

（高潮浸水想定区域） 

第14条の３ 都道府県知事は、次に掲げる海岸について、高潮時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又

は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で定めるところに

より、想定し得る最大規模の高潮であつて国土交通大臣が定める基準に該当するものにより当該海

岸について高潮による氾濫が発生した場合に浸水が想定される区域を高潮浸水想定区域として指定

するものとする。 

 一 第13条の３の規定により指定した海岸 

 二 前号に掲げるもののほか、当該都道府県の区域内に存する海岸のうち高潮による災害の発生を

警戒すべきものとして国土交通省令で定める基準に該当するもの 

２ 前項の規定による指定は、指定の区域、浸水した場合に想定される水深その他の国土交通省令で

定める事項を明らかにしてするものとする。 

３ 都道府県知事は、第１項の規定による指定をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、

前項の国土交通省令で定める事項を公表するとともに、関係市町村の長に通知しなければならない。 

４ 前２項の規定は、第１項の規定による指定の変更について準用する。 

（浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための措置） 

第15条 市町村防災会議（災害対策基本法第16条第１項に規定する市町村防災会議をいい、これを設

置しない市町村にあつては、当該市町村の長とする。次項において同じ。）は、第14条第１項若し

くは第２項の規定による洪水浸水想定区域の指定、第14条の２第１項若しくは第２項の規定による

雨水出水浸水想定区域の指定又は前条第１項の規定による高潮浸水想定区域の指定があつたときは、

市町村地域防災計画（同法第42条第１項に規定する市町村地域防災計画をいう。以下同じ。）にお

いて、少なくとも当該浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域ごとに、次に掲

げる事項について定めるものとする。ただし、第４号ハに掲げる施設について同号に掲げる事項を

－参考-14－



定めるのは、当該施設の所有者又は管理者からの申出があつた場合に限る。 

 一 洪水予報等（第10条第１項若しくは第２項又は第11条第１項の規定により気象庁長官、国土交

通大臣及び気象庁長官又は都道府県知事及び気象庁長官が行う予報、第13条第１項若しくは第２

項、第13条の２又は第13条の３の規定により国土交通大臣、都道府県知事又は市町村長が通知し

又は周知する情報その他人的災害を生ずるおそれがある洪水、雨水出水又は高潮に関する情報を

いう。次頁において同じ。）の伝達方法 

 二 避難施設その他避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

  三  災害対策基本法第48条第１項の防災訓練として市町村長が行う洪水、雨水出水又は高潮に係る

避難訓練の実施に関する事項 

 四 浸水想定区域（洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域をいう。第３

項において同じ。）内に次に揚げる施設がある場合にあつては、これらの施設の名称及び所在地 

イ 地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設（地下に建設

が予定されている施設又は地下に建設中の施設であつて、不特定かつ多数の 者が利用すると

見込まれるものを含む。）をいう。次条において同じ。）でその利用 者の洪水時、雨水出水

時又は高潮時（以下「洪水時等」という。）の円滑かつ迅速な 避難の確保及び洪水時等の浸

水の防止を図る必要があるものと認められるもの 

ロ 要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する

者が利用する施設をいう。第15条の３において同じ。）でその利用者の洪水時等の円滑かつ迅

速な避難の確保を図る必要があると認められるもの 

ハ 大規模な工場その他の施設（イ又はロに掲げるものを除く。）であつて国土交通省令で定め

る基準を参酌して市町村の条例で定める用途及び規模に該当するもの（第15条の４において

「大規模工場等」という。）でその洪水時の浸水の防止を図る必要があると認められるもの 

五 その他洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項 

２ 市町村防災会議は、前項の規定により市町村地域防災計画において同項第４号に掲げる事項を定

めるときは、当該市町村地域防災計画において、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当該各号に

定める者への洪水予報等の伝達方法を定めるものとする。 

 一 前項第４号イに掲げる施設（地下に建設が予定されている施設及び地下に建設中の施設を除

く。）当該施設の所有者又は管理者及び次条第９項に規定する自衛水防組織の構成員 

 二 前項第４号ロに掲げる施設 当該施設の所有者又は管理者（第15条の３第７項の規定により自

衛水防組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当該自衛水防組織の構成員） 

 三 前項第４号ハに掲げる施設 当該施設の所有者又は管理者（第15条の４第１項の規定により自

衛水防組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当該自衛水防組織の構成員） 

３ 浸水想定区域をその区域に含む市町村の長は、国土交通省令で定めるところにより、市町村地域

防災計画において定められた第１項各号に掲げる事項を住民、滞在者その他の者（第15条の11にお

いて「住民等」という。）に周知させるため、これらの事項（次の各号に掲げる区域をその区域に

含む市町村にあつては、それぞれ当該各号に定める事項を含む。）を記載した印刷物の配布その他

の必要な措置を講じなければならない。 

 一 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第
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７条第１項の土砂災害警戒区域 同法第８条第３項に規定する事項 

 二 津波防災地域づくりに関する法律第53条第１項の津波災害警戒区域 同法第55条に規定する事

項 

（地下街等の利用者の避難の確保及び浸水の防止のための措置に関する計画の作成等） 

第15条の２ 前条第１項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた地下街

等の所有者又は管理者は、単独で又は共同して、国土交通省令で定めるところにより、当該地下街

等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止を図るために必要な

訓練その他の措置に関する計画を作成しなければならない。 

２ 前項の地下街等の所有者又は管理者は、同項に規定する計画を作成しようとする場合において、

当該地下街等と連続する施設であつてその配置その他の状況に照らし当該地下街等の利用者の洪水

時等の円滑かつ迅速な避難の確保に著しい支障を及ぼすおそれのあるものがあるときは、あらかじ

め、当該施設の所有者又は管理者の意見を聴くよう努めるものとする。 

３ 第１項の地下街等の所有者又は管理者は、同項に規定する計画を作成したときは、遅滞なく、こ

れを市町村長に報告するとともに、公表しなければならない。 

４ 前２項の規定は、第１項に規定する計画の変更について準用する。 

５ 市町村長は、第１項の地下街等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の

浸水の防止を図るため必要があると認めるときは、前条第１項の規定により市町村地域防災計画に

その名称及び所在地を定められた連続する二以上の地下街等の所有者又は管理者に対し、第１項に

規定する計画を共同して作成するよう勧告をすることができる。 

６ 市町村長は、第１項の地下街等の所有者又は管理者が同項に規定する計画を作成していない場合

において、当該地下街等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防

止を図るため必要があると認めるときは、当該地下街等の所有者又は管理者に対し、必要な指示を

することができる。 

７ 市町村長は、前項の規定による指示を受けた第１項の地下街等の所有者又は管理者が、正当な理

由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

８ 第１項の地下街等（地下に建設が予定されている施設及び地下に建設中の施設を除く。以下この

条において同じ。）の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めるところにより、同項の地

下街等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止のための訓練を

行わなければならない。 

９ 第１項の地下街等の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、同項の地下街等

の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止を行う自衛水防組織を

置かなければならない。 

10 第１項の地下街等の所有者又は管理者は、前項の規定により自衛水防組織を置いたときは、遅滞

なく、当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で定める事項を市町村長に報告しなければ

ならない。当該事項を変更したときも、同様とする。 

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等） 

第15条の３ 第15条第１項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配

慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、当該要配慮者利用施設
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の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計

画を作成しなければならない。 

２ 前項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成したときは、遅滞

なく、これを市町村長に報告しなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

３ 市町村長は、第１項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が同項に規定する計画を作成してい

ない場合において、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図る

ため必要があると認めるときは、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対し、必要な指示を

することができる。 

４ 市町村長は、前項の規定による指示を受けた第１項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が、

正当な理由がなく、その指示に従わなかつたときは、その旨を公表することができる。 

５ 第１項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めるところにより、

同項の要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練を行うとと

もに、その結果を市町村長に報告しなければならない。 

６ 市町村長は、第２項又は前項の規定により報告を受けたときは、第１項の要配慮者利用施設の所

有者又は管理者に対し、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を

図るために必要な助言又は勧告をすることができる。 

７ 第１項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、同項の

要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を行う自衛水防組織を置くよう

努めなければならない。 

８ 第１項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、前項の規定により自衛水防組織を置いたとき

は、遅滞なく、当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で定める事項を市町村長に報告し

なければならない。当該事項を変更したときも、同様とする。 

（大規模工場等における浸水の防止のための措置に関する計画の作成等） 

第15条の４ 第15条第１項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた大規

模工場等の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、当該大規模工場等の洪水時

等の浸水の防止を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成するとともに、当該計画

で定めるところにより当該大規模工場等の洪水時等の浸水の防止のための訓練を実施するほか、当

該大規模工場等の洪水時等の浸水の防止を行う自衛水防組織を置くよう努めなければならない。 

２ 前項の大規模工場等の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成し、又は自衛水防組織

を置いたときは、遅滞なく、当該計画又は当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で定め

る事項を市町村長に報告しなければならない。当該計画又は当該事項を変更したときも、同様とす

る。 

（市町村防災会議の協議会が設置されている場合の準用） 

第15条の５ 第15条から前条までの規定は、災害対策基本法第17条第１項の規定により水災による被

害の軽減を図るため市町村防災会議の協議会が設置されている場合について準用する。この場合に

おいて、第15条第１項中「市町村防災会議（災害対策基本法第16条第１項の規定する市町村防災会

議をいい、これを設置しない市町村にあつては、当該市町村の長とする」とあるのは「市町村防災

会議の協議会（災害対策基本法第17条第１項に規定する市町村防災会議の協議会をいう」と、「市
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町村地域防災計画（同法第42条第１項に規定する市町村地域防災計画をいう」とあるのは「市町村

相互間地域防災計画（同法第44条第１項に規定する市町村相互間地域防災計画をいう」と、同条第

２項中「市町村防災会議」とあるのは「市町村防災会議の協議会」と、同項、同条第３項、第15条

の２第１項及び第５項、第15条の３第１項並びに前条第１項中「市町村地域防災計画」とあるのは

「市町村相互間地域防災計画」と読み替えるものとする。 

（浸水被害軽減地区の指定等） 

第15条の６ 水防管理者は、洪水浸水想定区域（当該区域に隣接し、又は近接する区域を含み、河川

区域（河川法第６条第１項に規定する河川区域をいう。）を除く。）内で輪中堤防その他の帯状の

盛土構造物が存する土地（その状況がこれに類するものとして国土交通省令で定める土地を含

む。）の区域であつて浸水の拡大を抑制する効用があると認められるものを浸水被害軽減地区とし

て指定することができる。 

２ 水防管理者は、前項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、当該指定をしようと

する区域をその区域に含む市町村の長の意見を聴くとともに、当該指定をしようとする区域内の土

地の所有者の同意を得なければならない。 

３ 水防管理者は、第１項の規定による指定をするときは、国土交通省令で定めるところにより、当

該浸水被害軽減地区を公示するとともに、その旨を当該浸水被害軽減地区をその区域に含む市町村

の長及び当該浸水被害軽減地区内の土地の所有者に通知しなければならない。 

４ 第１項の規定による指定は、前項の規定による公示によつてその効力を生ずる。 

５ 前３項の規定は、第１項の規定による指定の解除について準用する。 

（標識の設置等） 

第15条の７ 水防管理者は、前条第１項の規定により浸水被害軽減地区を指定したときは、国土交通

省令で定める基準を参酌して、市町村又は水防事務組合にあつては条例で、水害予防組合にあつて

は組合会の議決で定めるところにより、浸水被害軽減地区の区域内に、浸水被害軽減地区である旨

を表示した標識を設けなければならない。 

２ 浸水被害軽減地区内の土地の所有者、管理者又は占有者は、正当な理由がない限り、前項の標識

の設置を拒み、又は妨げてはならない。 

３ 何人も、第１項の規定により設けられた標識を水防管理者の承諾を得ないで移転し、若しくは除

却し、又は汚損し、若しくは損壊してはならない。 

４ 水防管理団体は、第１項の規定による行為により損失を受けた者に対して、時価によりその損失

を補償しなければならない。 

（行為の届出等） 

第15条の８ 浸水被害軽減地区内の土地において土地の掘削、盛土又は切土その他土地の形状を変更

する行為をしようとする者は、当該行為に着手する日の30日前までに、国土交通省令で定めるとこ

ろにより、行為の種類、場所、設計又は施行方法、着手予定日その他国土交通省令で定める事項を

水防管理者に届け出なければならない。ただし、通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令

で定めるもの及び非常災害のため必要な応急措置として行う行為については、この限りでない。 

２ 水防管理者は、前項の規定による届出を受けたときは、国土交通省令で定めるところにより、当

該届出の内容を、当該浸水被害軽減地区をその区域に含む市町村の長に通知しなければならない。 
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３ 水防管理者は、第１項の規定による届出があつた場合において、当該浸水被害軽減地区が有する

浸水の拡大を抑制する効用を保全するため必要があると認めるときは、当該届出をした者に対して、

必要な助言又は勧告をすることができる。 

（大規模氾濫減災協議会） 

第15条の９ 国土交通大臣は、第10条第２項又は第13条第１項の規定により指定した河川について、

想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災による被害の軽減に資する取組を総合的か

つ一体的に推進するために必要な協議を行うための協議会（以下この条において「大規模氾濫減災

協議会」という。）を組織するものとする。 

２ 大規模氾濫減災協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。 

 一 国土交通大臣 

 二 当該河川の存する都道府県の知事 

 三 当該河川の存する市町村の長 

 四 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者 

 五 当該河川の河川管理者 

 六 当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する管区気象台長、沖縄気象台長又は地方気象台

長 

 七 第３号の市町村に隣接する市町村の長その他の国土交通大臣が必要と認める者 

３ 大規模氾濫減災協議会において協議が調つた事項については、大規模氾濫減災協議会の構成員は、

その協議の結果を尊重しなければならない。 

４ 前３項に定めるもののほか、大規模氾濫減災協議会の運営に関し必要な事項は、大規模氾濫減災

協議会が定める。 

（都道府県大規模氾濫減災協議会） 

第15条の10 都道府県知事は、第11条第１項又は第13条第２項の規定により指定した河川について、

想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災による被害の軽減に資する取組を総合的か

つ一体的に推進するために必要な協議を行うための協議会（以下この条において「都道府県大規模

氾濫減災協議会」という。）を組織することができる。 

２ 都道府県大規模氾濫減災協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。 

 一 当該都道府県知事 

 二 当該河川の存する市町村の長 

 三 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者 

 四 当該河川の河川管理者 

 五 当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する管区気象台長、沖縄気象台長又は地方気象台

長 

 六 第２号の市町村に隣接する市町村の長その他の当該都道府県知事が必要と認める者 

３ 前条第３項及び第４項の規定は、都道府県大規模氾濫減災協議会について準用する。この場合に

おいて、同項中「前３項」とあるのは、「次条第１項及び第２項並びに同条第３項において準用す

る前項」と読み替えるものとする。 

 

－参考-19－



 

（予想される水災の危険の周知等） 

第15条の11 市町村長は、当該市町村の区域内に存する河川（第10条第２項、第11条第１項又は第13

条第１項若しくは第２項の規定により指定された河川を除く。）のうち、洪水時の円滑かつ迅速な

避難を確保することが特に必要と認める河川について、過去の降雨により当該河川が氾濫した際に

浸水した地点、その水深その他の状況を把握するよう努めるとともに、これを把握したときは、当

該河川において予想される水災の危険を住民等に周知させなければならない。 

（河川管理者の援助等） 

第15条の12 河川管理者は、第15条の６第１項の規定により浸水被害軽減地区の指定をしようとする

水防管理者及び前条の規定により浸水した地点、その水深その他の状況を把握しようとする市町村

長に対し、必要な情報提供、助言その他の援助を行うものとする。 

２ 河川管理者は、前項の規定による援助を行うため必要があると認めるときは、河川法第58条の８

第１項の規定により指定した河川協力団体に必要な協力を要請することができる。 

（水防警報） 

第16条 国土交通大臣は、洪水、津波又は高潮により国民経済上重大な損害を生ずるおそれがあると

認めて指定した河川、湖沼又は海岸について、都道府県知事は、国土交通大臣が指定した河川、湖

沼又は海岸以外の河川、湖沼又は海岸で洪水、津波又は高潮により相当な損害を生ずるおそれがあ

ると認めて指定したものについて、水防警報をしなければならない。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定により水防警報をしたときは、直ちにその警報事項を関係都道府県

知事に通知しなければならない。 

３ 都道府県知事は、第１項の規定により水防警報をしたとき、又は前項の規定により通知を受けた

ときは、都道府県の水防計画で定めるところにより、直ちにその警報事項又はその受けた通知に係

る事項を関係水防管理者その他水防に関係のある機関に通知しなければならない。 

４ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第１項の規定により河川、湖沼又は海岸を指定したときは、

その旨を公示しなければならない。 

（水防団及び消防機関の出動） 

第17条 水防管理者は、水防警報が発せられたとき、水位が警戒水位に達したときその他水防上必要

があると認めるときは、都道府県の水防計画で定めるところにより、水防団及び消防機関を出動さ

せ、又は出動の準備をさせなければならない。 

（優先通行） 

第18条 都道府県知事の定める標識を有する車両が水防のため出動するときは、車両及び歩行者は、

これに進路を譲らなければならない。 

（緊急通行） 

第19条 水防団長、水防団員及び消防機関に属する者並びに水防管理者から委任を受けた者は、水防

上緊急の必要がある場所に赴くときは、一般交通の用に供しない通路又は公共の用に供しない空地

及び水面を通行することができる。 

２ 水防管理団体は、前項の規定により損失を受けた者に対し、時価によりその損失を補償しなけれ

ばならない。 
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（水防信号） 

第20条 都道府県知事は、水防に用いる信号を定めなければならない。 

２ 何人も、みだりに前項の水防信号又はこれに類似する信号を使用してはならない。 

（警戒区域） 

第21条 水防上緊急の必要がある場所においては、水防団長、水防団員又は消防機関に属する者は、

警戒区域を設定し、水防関係者以外の者に対して、その区域への立入りを禁止し、若しくは制限し、

又はその区域からの退去を命ずることができる。 

２ 前項の場所においては、水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者がいないとき、又はこ

れらの者の要求があつたときは、警察官は、同項に規定する者の職権を行うことができる。 

（警察官の援助の要求） 

第22条 水防管理者は、水防のため必要があると認めるときは、警察署長に対して、警察官の出動を

求めることができる。 

（応援） 

第23条 水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者は、他の水防管理者又は市町村長若しくは

消防長に対して応援を求めることができる。応援を求められた者は、できる限りその求めに応じな

ければならない。 

２ 応援のため派遣された者は、水防については応援を求めた水防管理者の所轄の下に行動するもの

とする。 

３ 第１項の規定による応援のために要する費用は、当該応援を求めた水防管理団体が負担するもの

とする。 

４ 前項の規定により負担する費用の額及び負担の方法は、当該応援を求めた水防管理団体と当該応

援を求められた水防管理団体又は市町村とが協議して定める。 

（居住者等の水防義務） 

第24条 水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、水防のためやむを得ない必要があるときは、当

該水防管理団体の区域内に居住する者、又は水防の現場にある者をして水防に従事させることがで

きる。 

（決壊の通報） 

第25条 水防に際し、堤防その他の施設が決壊したときは、水防管理者、水防団長、消防機関の長又

は水防協力団体の代表者は、直ちにこれを関係者に通報しなければならない。 

（決壊後の処置） 

第26条 堤防その他の施設が決壊したときにおいても、水防管理者、水防団長、消防機関の長及び水

防協力団体の代表者は、できる限りはん濫による被害が拡大しないように努めなければならない。 

（水防通信） 

第27条 何人も、水防上緊急を要する通信が最も迅速に行われるように協力しなければならない。 

２ 国土交通大臣、都道府県知事、水防管理者、水防団長、消防機関の長又はこれらの者の命を受け

た者は、水防上緊急を要する通信のために、電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第２条第５号

に規定する電気通信事業者がその事業の用に供する電気通信設備を優先的に利用し、又は警察通信

施設、気象官署通信施設、鉄道通信施設、電気事業通信施設その他の専用通信施設を使用すること
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ができる。 

（公用負担） 

第28条 水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、水防の現

場において、必要な土地を一時使用し、土石、竹木その他の資材を使用し、若しくは収用し、車両

その他の運搬用機器を使用し、又は工作物その他の障害物を処分することができる。 

２ 前項に規定する場合において、水防管理者から委任を受けた者は、水防の現場において、必要な

土地を一時使用し、土石、竹木その他の資材を使用し、又は車両その他の運搬用機器若しくは排水

用機器を使用することができる。 

３ 水防管理団体は、前２項の規定により損失を受けた者に対し、時価によりその損失を補償しなけ

ればならない。 

（立退きの指示） 

第29条 洪水、雨水出水、津波又は高潮の氾濫による著しい危険が切迫していると認められるときは、

都道府県知事、その命を受けた都道府県の職員又は水防管理者は、必要と認める区域の居住者、滞

在者その他の者に対し、避難のため立ち退くべきことを指示することができる。水防管理者が指示

をする場合においては、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知しなければならない。 

（知事の指示） 

第30条 水防上緊急を要するときは、都道府県知事は、水防管理者、水防団長又は消防機関の長に対

して指示をすることができる。 

（重要河川における国土交通大臣の指示） 

第31条 二以上の都府県に関係がある河川で、公共の安全を保持するため特に重要なものの水防上緊

急を要するときは、国土交通大臣は、都道府県知事、水防管理者、水防団長又は消防機関の長に対

して指示をすることができる。 

（特定緊急水防活動） 

第32条 国土交通大臣は、洪水、雨水出水、津波又は高潮による著しく激甚な災害が発生した場合に

おいて、水防上緊急を要すると認めるときは、次に掲げる水防活動（以下この条及び第43条の２に

おいて「特定緊急水防活動」という。）を行うことができる。 

 一 当該災害の発生に伴い進入した水の排除 

 二 高度の機械力又は高度の専門的知識及び技術を要する水防活動として政令で定めるもの 

２ 国土交通大臣は、前項の規定により特定緊急水防活動を行おうとするときは、あらかじめ、当該

特定緊急水防活動を行おうとする場所に係る水防管理者にその旨を通知しなければならない。特定

緊急水防活動を終了しようとするときも、同様とする。 

３ 第１項の規定により国土交通大臣が特定緊急水防活動を行う場合における第19条、第21条、第22

条、第25条、第26条及び第28条の規定の適用については、第19条第１項中「水防団長、水防団員及

び消防機関に属する者並びに水防管理者から委任を受けた者」とあり、第21条第１項中「水防団長、

水防団員又は消防機関に属する者」とあり、及び同条第２項中「水防団長、水防団員若しくは消防

機関に属する者」とあるのは「国土交通省の職員」と、第19条第２項及び第28条第３項中「水防管

理団体」とあるのは「国」と、第22条中「水防管理者」とあり、第25条中「水防管理者、水防団長、

消防機関の長又は水防協力団体の代表者」とあり、第26条中「水防管理者、水防団長、消防機関の
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長及び水防協力団体の代表者」とあり、及び第28条第１項中「水防管理者、水防団長又は消防機関

の長」とあるのは「国土交通大臣」とする。 

（水防訓練） 

第32条の２ 指定管理団体は、毎年、水防団、消防機関及び水防協力団体の水防訓練を行わなければ

ならない。 

２ 指定管理団体以外の水防管理団体は、毎年、水防団、消防機関及び水防協力団体の水防訓練を行

うよう努めなければならない。 

（津波避難訓練への参加） 

第32条の３ 津波防災地域づくりに関する法律第53条第１項の津波災害警戒区域に係る水防団、消防

機関及び水防協力団体は、同法第54条第１項第３号に規定する津波避難訓練が行われるときは、こ

れに参加しなければならない。 

 

第 ４ 章 指定水防管理団体 

（水防計画） 

第33条 指定管理団体の水防管理者は、都道府県の水防計画に応じた水防計画を定め、及び毎年水防

計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更しなければならない。 

２  指定管理団体の水防管理者は、前項の規定により水防計画を定め、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、水防協議会（次条第１項に規定する水防協議会をいう。以下この項において同じ。）

を設置する指定管理団体にあつては当該水防協議会、水防協議会を設置せず、かつ、災害対策基本

法第16条第１項に規定する市町村防災会議を設置する市町村である指定管理団体にあつては当該市

町村防災会議に諮らなければならない。 

３ 指定管理団体の水防管理者は、第１項の規定により水防計画を定め、又は変更したときは、その

要旨を公表するように努めるとともに、遅滞なく、水防計画を都道府県知事に届け出なければなら

ない。 

４ 第７条第２項から第４項までの規定は、指定管理団体の水防計画について準用する。 

（水防協議会） 

第34条 指定管理団体の水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議させるため、指定管理団体

に水防協議会を置くことができる。ただし、水防事務組合及び水害予防組合については、これらに

水防協議会を置くものとする。 

２ 指定管理団体の水防協議会は、水防に関し関係機関に対して意見を述べることができる。 

３ 指定管理団体の水防協議会は、会長及び委員をもつて組織する。 

４ 会長は、指定管理団体の水防管理者をもつて充てる。委員は、関係行政機関の職員並びに水防に

関係のある団体の代表者及び学識経験のある者のうちから指定管理団体の水防管理者が命じ、又は

委嘱する。 

５ 前各項に定めるもののほか、指定管理団体の水防協議会に関し必要な事項は、市町村又は水防事

務組合にあつては条例で、水害予防組合にあつては組合会の議決で定める。 

（水防団員の定員の基準） 

第35条 都道府県は、条例で、指定管理団体の水防団員の定員の基準を定めることができる。 
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第 ５ 章  水 防 協 力 団 体 

（水防協力団体の指定） 

第36条 水防管理者は、次条に規定する業務を適正かつ確実に行うことができると認められる法人そ

の他これに準ずるものとして国土交通省令で定める団体を、その申請により、水防協力団体として

指定することができる。 

２ 水防管理者は、前項の規定による指定をしたときは、当該水防協力団体の名称、住所及び事務所

の所在地を公示しなければならない。 

３ 水防協力団体は、その名称、住所又は事務所の所在地を変更しようとするときは、あらかじめ、

その旨を水防管理者に届け出なければならない。 

４ 水防管理者は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る事項を公示しなければな

らない。 

（水防協力団体の業務） 

第37条 水防協力団体は、次に掲げる業務を行うものとする。 

 一 水防団又は消防機関が行う水防上必要な監視、警戒その他の水防活動に協力すること。 

 二 水防に必要な器具、資材又は設備を保管し、及び提供すること。 

 三 水防に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。 

 四 水防に関する調査研究を行うこと。 

 五 水防に関する知識の普及及び啓発を行うこと。 

 六 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

（水防団等との連携） 

第38条 水防協力団体は、水防団及び水防を行う消防機関との密接な連携の下に前条第１号に掲げる

業務を行わなければならない。 

（監督等） 

第39条 水防管理者は、第37条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要があると

認めるときは、水防協力団体に対し、その業務に関し報告をさせることができる。 

２ 水防管理者は、水防協力団体が第37条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認め

るときは、水防協力団体に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずる

ことができる。 

３ 水防管理者は、水防協力団体が前項の規定による命令に違反したときは、その指定を取り消すこ

とができる。 

４ 水防管理者は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。 

（情報の提供等） 

第40条 国、都道府県及び水防管理団体は、水防協力団体に対し、その業務の実施に関し必要な情報

の提供又は指導若しくは助言をするものとする。 

 

 

 

 

－参考-24－



第 ６ 章 費用の負担及び補助 

（水防管理団体の費用負担） 

第41条 水防管理団体の水防に要する費用は、当該水防管理団体が負担するものとする。 

（利益を受ける市町村の費用負担） 

第42条 水防管理団体の水防によつて当該水防管理団体の区域の関係市町村以外の市町村が著しく利

益を受けるときは、前条の規定にかかわらず、当該水防に要する費用の一部は、当該水防により著

しく利益を受ける市町村が負担するものとする。 

２ 前項の規定により負担する費用の額及び負担の方法は、当該水防を行う水防管理団体と当該水防

により著しく利益を受ける市町村とが協議して定める。 

３ 前項の規定による協議が成立しないときは、水防管理団体又は市町村は、その区域の属する都道

府県の知事にあつせんを申請することができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による申請に基づいてあつせんをしようとする場合において、当事

者のうちにその区域が他の都府県に属する水防管理団体又は市町村があるときは、当該他の都府県

の知事と協議しなければならない。 

（都道府県の費用負担） 

第43条 この法律の規定により都道府県が処理することとされている事務に要する費用は、当該都道

府県の負担とする。 

（国の費用負担） 

第43条の２ 第32条第１項の規定により国土交通大臣が行う特定緊急水防活動に要する費用は、国の

負担とする。 

（費用の補助） 

第44条 都道府県は、第41条の規定により水防管理団体が負担する費用について、当該水防管理団体

に対して補助することができる。 

２ 国は、前項の規定により都道府県が水防管理団体に対して補助するときは、当該補助金額のうち、

二以上の都府県の区域にわたる河川又は流域面積が大きい河川で洪水による国民経済に与える影響

が重大なものの政令で定める水防施設の設置に係る金額の２分の１以内を、予算の範囲内において、

当該都道府県に対して補助することができる。 

３ 前項の規定により国が都道府県に対して補助する金額は、当該水防施設の設置に要する費用の３

分の１に相当する額以内とする。 

 

第 ７ 章  雑     則 

（第24条の規定により水防に従事した者に対する災害補償） 

第45条 第24条の規定により水防に従事した者が水防に従事したことにより死亡し、負傷し、若しく

は病気にかかり、又は水防に従事したことによる負傷若しくは病気により死亡し、若しくは障害の

状態となつたときは、当該水防管理団体は、政令で定める基準に従い、市町村又は水防事務組合に

あつては条例で、水害予防組合にあつては組合会の議決で定めるところにより、その者又はその者

の遺族がこれらの原因によつて受ける損害を補償しなければならない。 

（表彰） 
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第46条 国土交通大臣は、水防管理者の所轄の下に水防に従事した者で当該水防に関し著しい功労が

あると認められるものに対し、国土交通省令で定めるところにより、表彰を行うことができる。 

（報告） 

第47条 国土交通大臣及び消防庁長官は、都道府県又は水防管理団体に対し、水防に関し必要な報告

をさせることができる。 

２ 都道府県知事は、都道府県の区域内における水防管理団体に対し、水防に関し必要な報告をさせ

ることができる。 

（勧告及び助言） 

第48条 国土交通大臣は都道府県又は水防管理団体に対し、都道府県知事は都道府県の区域内におけ

る水防管理団体に対し、水防に関し必要な勧告又は助言をすることができる。 

（資料の提出及び立入り） 

第49条 都道府県知事又は水防管理者は、水防計画を作成するために必要があると認めるときは、関

係者に対して資料の提出を命じ、又は当該職員、水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者

をして必要な土地に立ち入らせることができる。 

２ 都道府県の職員、水防団長、水防団員又は消防機関に属する者は、前項の規定により必要な土地

に立ち入る場合においては、その身分を示す証票を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを

提示しなければならない。 

（消防事務との調整） 

第50条 水防管理者は、水防事務と水防事務以外の消防事務とが競合する場合の措置について、あら

かじめ市町村長と協議しておかなければならない。 

（権限の委任） 

第51条 この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところにより、その一部

を地方整備局長又は北海道開発局長に委任することができる。 

 

第 ８ 章  罰     則 

第52条 みだりに水防管理団体の管理する水防の用に供する器具、資材又は設備を損壊し、又は撤去

した者は、３年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

２ 前項の者には、情状により懲役及び罰金を併科することができる。 

第53条 刑法（明治40年法律第45号）第121条の規定の適用がある場合を除き、第21条の規定による

立入りの禁止若しくは制限又は退去の命令に従わなかつた者は、６月以下の懲役又は30万円以下の

罰金に処する。 

第54条 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。 

 一 第15条の７第３項の規定に違反した者 

 二 第15条の８第１項の規定に違反して、届出をしないで、又は虚偽の届出をして、同項本文に規

定する行為をした者 

第55条 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金又は拘留に処する。 

 一 みだりに水防管理団体の管理する水防の用に供する器具、資材又は設備を使用し、又はその正

当な使用を妨げた者 
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 二 第20条第２項の規定に違反した者 

 三 第49条第１項の規定による資料を提出せず、若しくは虚偽の資料を提出し、又は同項の規定に

よる立入りを拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

 

   附 則 

１ この法律は、公布の日から起算して60日を経過した日から施行する。 

２ 国土交通大臣又は都道府県知事は、水防法及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の

推進に関する法律の一部を改正する法律（平成17年法律第37号）附則第２条の規定により、国土交

通大臣又は都道府県知事が第13条第１項又は第２項の規定により指定した河川とみなされた河川に

ついては、平成22年３月31日までに、第14条第１項の規定による浸水想定区域の指定をしなければ

ならない。 

３ 国は、平成17年度から平成21年度までの各年度に限り、都道府県に対し、予算の範囲内において、

前項の浸水想定区域の指定をするために必要な河川がはん濫した場合に浸水するおそれがある土地

の地形及び利用の状況その他の事項に関する調査（次項において「浸水想定区域調査」という。）

に要する費用の３分の１以内を補助することができる。 

４ 国土交通大臣は、平成22年３月31日までの間、附則第２項の浸水想定区域の指定の適正を確保す

るために必要があると認めるときは、都道府県に対し、浸水想定区域調査又は土砂災害警戒区域等

における土砂災害防止対策の推進に関する法律第４条第１項の規定による調査の結果について、必

要な報告を求めることができる。  
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５ 指定水位・警戒水位の設定基準 
                                                       平成2年4月3日付け２河第154号 
                                                        各土木事務所長，大野ダム管理事務所長あて 
                                                           土木建築部長 
１ 設定基準 
 (1) 指定水位（水防団待機水位） 
   水防法第１２条に規定される水位であり，この水位に達した場合，水位の状況を関係機関に

連絡しなければならない（通報水位）で，毎時観測を開始する水位である。 
 〈設定基準〉 
   ① 現況流下流量の約２割の流量に相当する水位 
   ② 平均水位から計画高水位までの下から２．５割の水位及び未改修河川区域においては，

堤防天端までの２割の水位 
   ③ １年に３～５回発生する程度の水位 
   ④ 有堤部では，ほぼ高水敷に流水がのる水位 
 (2) 警戒水位（はん濫注意水位） 
   水防法第１２条第２項に規定される水位であり，この水位に達した場合，水防団が出動し警

戒に当たることが必要な状況であることを示し，災害の発生するおそれのある水位である。 
   なお，公共土木施設災害の採択基準となる水位でもある。 
  〈設定基準〉 
   ① 現況流下量のほぼ半分になる水位 
   ② 平均低水位から計画高水位までの間の下から６割の水位及び未改修河川においては， 

堤防天端までの５割の水位 
   ③ 約３年に１回起こる程度の水位 
   ④ なんらかの被害の発生する水位 
２ 水位の決定 
   上記基準により検討した水位は，３年間運用の後，本決定する。 
 
６－２ 特別警戒水位・危険水位の設定 
１ 特別警戒水位（避難判断水位） 
  平成17年改正水防法（水防法第13条第1項）で「警戒水位を超える水位であって洪水による災害

の発生を特に警戒すべき水位である。 
２ 危険水位（はん濫危険水位） 
  危険水位とは，氾濫のおそれのある水位のことで，避難活動を行う際の指標として住民等に公

表するものである。 
  危険水位は，一連区間で堤防が一番低い箇所から設定される。 
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６ 関係機関電話番号一覧 

 

≪京都市≫ 

関係機関名 電話番号 
ＦＡＸ番号 住   所 

建設局土木管理部土木管理課 075-222-3568 
075-212-3092 

604- 
8571 

京都市中京区寺町通  
御池上る上本能寺前町488 

伏見区役所地域力推進室 
総務・防災担当 

075-611-1295 
075-611-4716 

612- 
8511 

京都市伏見区鷹匠町39-2 

伏見区役所神川出張所 075-921-0028 
075-921-2829 

612- 
8494 

京都市伏見区久我東町216 

伏見区役所淀出張所 075-631-2040 
075-631-4049 

613- 
0904 

京都市伏見区淀池上町131-1 

行財政局防災危機管理室 075-222-3210 
075-212-6790 

604- 
8571 

京都市中京区寺町通  
御池上る上本能寺前町488       

消防局伏見消防署消防課 075-641-5355 
075-643-1999 

612-
8422 

京都市伏見区竹田七瀬川町9-1 

建設局伏見土木みどり事務所 075-611-5371 
075-602-3820 

612-
8219 

京都市伏見区表町578 

 

≪構成市町及び水防事務組合≫ 

関係機関名 電話番号 
ＦＡＸ番号 住   所 

八幡市消防本部消防総務課 
075-981-4119 
075-971-9886 

614-
8076 

八幡市八幡植松19-1 

久御山町消防本部総務課 
075-631-1515 
075-632-5382 

613-
0043 

久世郡久御山町島田ミスノ11 

長岡京消防署庶務予防課 
075-957-0119 
075-957-4357 

617-
0824 

長岡京市天神４丁目2-1 

大山崎消防署庶務予防課 
075-956-0119 
075-957-0999 

618-
0091 

乙訓郡大山崎町字円明寺小字百々1 

淀川・木津川水防事務組合 
0774-22-5651 
0774-20-8778 

611-
8501 

宇治市宇治琵琶33（宇治市役所内） 

淀川左岸水防事務組合 
072-841-2707 
072-841-0741 

573-
0051 

枚方市三矢町6-11 

 
≪国土交通省≫ 

関係機関名 電話番号 住   所 

近畿地方整備局 06-6942-1141 
540-
0008 

大阪市中央区大手前１丁目 
大阪合同庁舎１号館 

近畿地方整備局 河川管理課 06-6941-7343  同上 

淀川河川事務所 072-844-0093 
573-
1191 

枚方市新町２丁目2-10 

淀川河川事務所 伏見出張所 072-611-2281 
612-
8225 

京都市伏見区葭島金井戸町官有地 

淀川河川事務所 桂川出張所 075-381-4667 
615-
8021 

京都市西京区桂浅原町174 

淀川ダム統合管理事務所 072-856-3131 
573-
0166 

枚方市山田池北町10-1 

水資源機構 高山ダム管理所 07439-4-0201 
619-
1421 

京都府相楽郡南山城村田山字ツルギ43 

水資源機構 日吉ダム管理所 0771-72-0171 
629-
0335 

南丹市日吉町中神子ヶ谷68 
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≪京都府，警察署≫ 

 
≪自衛隊≫ 

 
≪気象台≫ 

 
≪防災連絡会等≫ 

 

関係機関名 電話番号 住   所 
建設交通部砂防課 075-414-5318 

602-
8570 

京都市上京区下立売通 
新町西入薮ノ内町 

京都土木事務所 075-701-0103 
606-
0821 

京都市左京区賀茂今井町10-4 

乙訓土木事務所 075-931-2474 
617-
0006 

向日市上植野馬立8 

京都府警察本部警備第一課 075-451-9111 
602-
8550 

京都市上京区下長者町通 
西入薮之内町85-3 

伏見警察署警備課 075-602-0110 
612-
8384 

京都市伏見区下鳥羽浄春ケ前町101 

淀交番 075-631-2024 
613-
0904 

京都市伏見区淀池上町131-2 

南警察署警備課 075-682-0110 
601-
8444 

京都市南区西九条森本町39-2 

向日町警察署警備課 075-921-0110 
617-
0006 

向日市上植野町上川原5 

神足交番 075-954-6300 
617-
0832 

長岡京市東神足１丁目602-4 

大山崎交番 075-957-1296 
618-
0000 

乙訓郡大山崎町大山崎竜光23 

関係機関名 電話番号 住   所 
陸上自衛隊福知山駐屯地 
第７普通科連隊 0773-22-4141 

620-
8502 

福知山市字天田無番地 

自衛隊京都地方協力本部 075-803-0820 
604-
8482 

京都市中京区西ノ京笠殿町 
京都地方合同庁舎 

関係機関名 電話番号 住   所 
大阪管区気象台 06-6949-6300 

540-
0008 

大阪市中央区大手前４丁目1-76 
大阪合同庁舎４号館 

京都地方気象台 075-841-3006 
604-
8482 

京都市中京区西ノ京笠殿町 
京都地方合同庁舎 

関係機関名 電話番号 住   所 
淀川大和川洪水予報連絡会 06-6942-1141 

540-
0008 

大阪市中央区大手前１丁目 
大阪合同庁舎１号館          

天ケ瀬ダム放流連絡会 0774-22-3141 
611-
8501 

宇治市宇治琵琶33 
（宇治市総務課庶務防災係） 

高山ダム放流連絡会 0743-93-0102 
619-
1411 

相楽郡南山城村北大河原小字久保14 
（南山城村総務課内） 

日吉ダム防災連絡会 0771-68-0002 
622-
8651 

南丹市園部町小桜町47 
（南丹市総務部危機管理対策室） 

ＮＨＫ京都放送局 075-251-1111 
602-
8155 

京都市中京区烏丸通御池下る 
虎屋町576 

ＫＢＳ京都 075-431-1111 
602-
8588 

京都市上京区烏丸通一条下る 
龍前町600‐1 
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